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1.直接効果の便益帰着先と計測対象の検討  
 

踏切利用者    
連立 
事業者 

鉄道 
事業者 自動車 歩行者･

自転車 

周辺 
道路 
利用者 

鉄道 
利用者 

地域 
社会 
・住民 

自治体 計測 
対象 備   考 

自動車 一旦停止・踏切遮断による損失時間の解消   ＋      ○ 

 迂回解消・速度向上による走行時間の短縮   ＋  ＋    ○ 

踏切遮断による損失時間の解消    ＋     ○ 

走行・歩行 
移動時間短縮 

歩行者･ 
自転車 迂回解消による時間の短縮    ＋     ○ 

走行費用減少 自動車 迂回解消・速度向上による走行費用の減少   ＋      ○ 

交通量を通じて金銭的計測が可能 
 

走行快適性の向上 踏切待ちのイライラ解消   ＋      ×b 算定方式が確立されていない 

踏切内での自動車との交錯の不安解消    ＋     ×b 算定方式が確立されていない 歩行者・自転車の安心

感・快適性の向上 
踏切待ちのイライラ解消    ＋     ×b 算定方式が確立されていない 

自動車、歩行者・自転車の踏切事故解消   ＋ ＋     ○ 過去の踏切事故データより金銭的計測が可能 

道
路
利
用
者 

道路交通事故減少     ＋    ○ 交通量を通じて金銭的計測が可能 

列車停止による鉄道利用者の損失時間解消      ＋   △ 現在データ不足のため、今後の検討課題とする 

交通事故減少 

鉄道事業者の事故損失費用解消  ＋       ×r 
鉄道事業者の受益分は、鉄道事業者が受ける受益に対

して費用負担しているため対象外とする 

踏切維持費の解消  ＋       ×r 
鉄道事業者の受益分は、鉄道事業者が受ける受益に対

して費用負担しているため対象外とする 

鉄
道
事
業
者 

鉄
道
利
用
者 

高架下空間の創出  
 ＋       ×r 

鉄道事業者の受益分は、鉄道事業者が受ける受益に対

して費用負担しているため対象外とする 

環境への影響 車の一旦停止・踏切遮断解消による大気汚染の軽減       ＋  ×a 便益の範囲や計測の精度に問題あり 

 車の迂回解消・速度向上による大気汚染の軽減       ＋  ×a 便益の範囲や計測の精度に問題あり 

 踏切音の解消       ＋  ×a 便益の範囲や計測の精度に問題あり 

 鉄道による騒音・振動の逓減       ±  ×a 便益の範囲や計測の精度に問題あり 

 景観変化       ±  ×a 便益の範囲や計測の精度に問題あり 

            

緊急活動の円滑化による安心感の向上       ＋  ×b 計測が困難な主観的非市場的価値 

便 
 
 
 
益  

沿

線

地

域

住

民 

交流機会の拡大       ＋  ×b 計測が困難な主観的非市場的価値 

都市側負担事業費 －        ○  連立事業 

鉄道側負担事業費  －       ×r 
鉄道事業者の負担分は、鉄道事業者が受ける受益に対

して費用負担しているため対象外とする 

道路整備費        － ○ 環境側道及び便益計測対象とする新設鉄道交差道路 

費 
 
用 関連道路 

維持管理費        － ○ 環境側道及び便益計測対象とする新設鉄道交差道路 

＋：正の便益  －：負の便益  ±：便益が正の場合も負の場合もありうる 

○：金銭的計測が可能 △：保留 ×a：計測の精度上問題あり ×b：算定方式が確立されていない ×c：計測可能だが便益が小さい ×r：鉄道事業者側の便益であり対象外
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2.自動車利用者の便益計測方法 

2.1 便益計測の考え方 

連立整備がされた状況を with、連立整備がされない状況を without として捉えて交通

流の推計を行い、その消費者余剰で自動車利用者の便益を計測する。 

with/without の推計は、以下の点を踏まえて行う。 

 

・ 踏切区間のリンクに、踏切遮断による損失時間を負荷する 

・ 踏切遮断による損失時間は、モデル式より算出して設定する 

・ 連立整備がされた with ケースは、連立事業と一体的に整備される道路を考慮する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 便益計測の流れ 

将来自動車ＯＤ 

（連立供用年次） 

自動車利用者の便益計測 

・ 走行時間短縮 

・ 走行費用減少 

・ 交通事故減少 

連立整備無し（without）の予測 

 ネットワーク条件 

・ 踏切有り（踏切区間のリンクに

損失時間を負荷） 

・ 連立供用年までに供用予定の

道路は考慮 

・ 連立整備と一体的に整備され

る道路は未整備 

連立整備有り（with）の予測 

 ネットワーク条件 

・ 踏切無し（踏切除去によりロス

時間なし） 

・ 連立供用年までに供用予定の

道路は考慮 

・ 連立整備と一体的に整備され

る道路も考慮 
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2.2 踏切損失時間の把握方法 

1）簡便なモデルによる把握手順 

踏切損失時間は、踏切の“遮断・開放”を１サイクルとして、踏切に到着する自動車

交通量と踏切遮断時間との関係から把握する。具体的には、平均サイクル時間毎に、需

要曲線（時間帯別踏切通過台数から設定）と処理曲線（踏切を通過する交通量が最大と

なる時間帯の交通量から踏切毎に設定）を時間帯別にモデルによって把握する。 

各時間帯の損失時間の総和から 1 日当りの損失時間を把握し、1 日の踏切通過台数か

ら 1台当りの平均損失時間を把握する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①１サイクル毎の踏切損失時間を算定 

②時間帯毎の踏切損失時間の算定 

③調査時間（12時間）の総踏切損失時間の算定 

④24時間値に拡大 

⑤１台当りの平均踏切損失時間の算定 

踏切交通量 

日換算係数（遮断時間比，昼夜比率等） 

［モデルによる予測］ 
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3.歩行者・自転車の便益計測方法 

3.1 迂回解消便益 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 迂回解消便益計測対象と迂回距離の概念図 
 
 
 
一般的に駅の自由通路では、駅の表・裏を移動する交通量も多く見込まれ、連立整

備により鉄道利用者以外の自由通路利用者の上下移動の負荷が軽減される｡これらの

効果についても鉄道利用者以外の自由通路利用者が多い場合は、算定しても良い｡ 

上下移動に伴う損失時間は、以下の歩行速度で換算する方法がある。 

“階段上り”は 2.4ｋｍ/ｈ、“階段下り”は 2.7ｋｍ/ｈ 
 
※ 「道路交通管理の技術的基礎知識」より 

踏切ａ 

Ｌb Ｌa 

Ｑb 
重心 

跨線橋・地下通路等 
利用者Ｑ（Ｑa＋Ｑb） 

Ｌg 

迂回解消距離：Ｌ＝2（Ｌa－2Ｌg） 

迂回解消便

益を受ける

交通量ｑ 

踏切ｂ 

Ｑa 

Ｌa /2 Ｌb /2 

対象区間 
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4.連続立体交差事業における客観的評価指標 
 

 
 
 
 

削 除 ※連続立体交差事業では交差道路が複数あり、村道事業の

区別をつけることが困難であるため 
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